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地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

第２期座間市まち・ひと・しごと創生推進計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

神奈川県座間市 

 

３ 地域再生計画の区域 

神奈川県座間市の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

本市の人口は、令和２年の 132,325 人をピークに令和３年に減少に転じ、人口

統計資料によると令和５年に 132,075 人まで落ち込んでいる。国立社会保障・人

口問題研究所の推計によると、令和 27 年には総人口が 121,976 人まで減少する

と予測されている。 

年齢３区分別の人口動態の昭和 55 年以降をみると、年少人口（０～14 歳）は

昭和 55年の 25,788人から減少し、令和５年には 14,646人となる一方、老年人口

（65歳以上）は昭和 55年の 4,191人から令和５年には 35,142人と増加の一途を

たどっており、少子高齢化がさらに進むことが想定されている。また、生産年齢

人口（15～64歳）も平成 12年の 92,668人をピークに減少傾向にあり、令和５年

には 82,287人となっている。  

自然動態をみると、出生数は平成 11年の 1,386人から減少傾向にあり、令和５

年には 761 人となっている。その一方で、死亡数は 1,418 人と増加の一途をたど

っており、出生者数から死亡者数を差し引いた自然増減は▲657 人（自然減）と

なっている。 

   社会動態をみると、平成 28年以降は社会増が続いており、令和５年は転入者  

（6,648人）が転出者（6,098人）を上回る社会増（550 人）であったが、自然減

（657人）が上回ったことにより、本市の総人口は減少している。 

 今後も人口減少や少子高齢化が進むことで、地域経済の停滞や地域コミュニテ
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ィの縮小・希薄化、農業・商業・工業の各産業における経営者・担い手の高齢化

や後継者不足等といった様々な影響が懸念される。 

これらの課題に対応し、安心して子どもを産み育てられるよう妊娠期から子育

て期まで切れ目のない支援に努め、自然増を促していくとともに、郷土愛の醸成

と定住の促進、雇用の創出と企業活動の支援、時代に合った地域づくり・地域間

の連携により、社会増を促す取り組みを展開していく。 

なお、これらに取組むに当たっては、次の事項を本計画期間における基本目標 

として掲げ、目標の達成を図る。 

・基本目標１ ずっと住みたくなるまちを目指して 

・基本目標２ あしたを創る地域産業の活性化を目指して 

・基本目標３ みらいを担う世代のすこやかな育成を目指して 

・基本目標４ あんぜん・安心な地域づくりを目指して 

 

【数値目標】 

５－２の

①に掲げ

る事業 

ＫＰＩ 
現 状 値 

（計画開始時点） 

目標値 

（令和9年度

） 

達成に寄与する

地方版総合戦略

の基本目標 

ア 
学校生活が楽しいと思っ

ている児童生徒の割合 
88％ 92％ 基本目標１ 

ア 

地域の人々の理解と協力

を得た学校運営ができて

いると感じる教職員の割

合 

89％ 93％ 基本目標１ 

ア 

地域の人々の理解と協力

を得た学校運営ができて

いると感じる保護者の割

合 

79％ 83％ 基本目標１ 

ア 
座間市に愛着や誇りを持

っている市民の割合 
65％ 75％ 基本目標１ 
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ア 特産品等認定数 24件 31件 基本目標１ 

ア 入込観光客数 140,020人 512,000人 基本目標１ 

ア 
ふるさと納税返礼品送付

件数 
2,013件 12,000件 基本目標１ 

ア 協働事業に資する協定数 164協定 185協定 基本目標１ 

ア 市民参加手続数 34件 34件 基本目標１ 

ア 
コミュニティ施設利用者

数 
173,829人 272,686人 基本目標１ 

ア 
地域活動に参加した人の

割合 
38％ 45％ 基本目標１ 

ア 
二酸化炭素排出量 

（市域全体） 

560.2 

千t-co2 

298.9 

千t-co2 
基本目標１ 

ア 
（家庭系）総排出量に占

める資源物量の割合 
33％ 40％ 基本目標１ 

ア 施設稼働率 69％ 79％ 基本目標１ 

ア 各事業の参加者数 4,022人 4,500人 基本目標１ 

ア 図書等貸出資料数 909,879点 960,000点 基本目標１ 

ア 生涯学習事業の参加者数 19,983人 59,994人 基本目標１ 

ア 文化芸術事業の参加者数 22,770人 29,789人 基本目標１ 

ア 史料の整理点数 4,692点 12,760点 基本目標１ 

ア 
景観重要公共施設の指定

数 
6件 11件 基本目標１ 

ア 
コミュニティバスの利用

者数 
154,405人 154,405人 基本目標１ 

ア 
管理不全な状態の空き家

の数 
117件 75件 基本目標１ 

ア 再開発事業数 4事業 5事業 基本目標１ 

ア 
一人当たりの都市公園面

積 
5.07㎡ 5.13㎡ 基本目標１ 
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ア 公園等の維持管理団体数 31団体 36団体 基本目標１ 

ア 都市計画道路の整備率 54.6％ 65.1％ 基本目標１ 

ア 橋りょうの修繕率 22.2％ 71％ 基本目標１ 

ア 配水管布設替工事延長 3.7km 17.9km 基本目標１ 

ア 公共下水道（汚水）接続率 97.9％ 99.3％ 基本目標１ 

イ 

座間市に愛着や誇りを持

っている市民の割合（再

掲） 

65％ 75％ 基本目標２ 

イ 特産品等認定数（再掲） 24件 31件 基本目標２ 

イ 入込観光客数（再掲） 140,020人 512,000人 基本目標２ 

イ 
ふるさと納税返礼品送付

件数（再掲） 
2,013件 12,000件 基本目標２ 

イ 製造品出荷額等 
289,493百万

円 

292,646百万

円 
基本目標２ 

イ 商業事業所数 1,374事業所 1,408事業所 基本目標２ 

イ 
担い手への農地の集積面

積 
14.1ｈａ 29.7ｈａ 基本目標２ 

イ 
認知症サポーターの養成

者数（累計） 
7,205人 8,452人 基本目標２ 

イ 
生きがいを感じている高

齢者の割合 
81.7% 91% 基本目標２ 

イ 
施設入所者の地域生活移

行者数 
０人 ４人 基本目標２ 

イ 相談支援の満足度 73％ 78％ 基本目標２ 

イ 
生活保護世帯の新規就労

者数 
56人 58人 基本目標２ 

イ 
審議会等の女性委員の割

合 
39.5％ 45.5％ 基本目標２ 

イ 人権講演会や研修会への 607人 607人 基本目標２ 
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参加者数 

ウ 
子育て支援センター利用

者数 
26,389人 33,647人 基本目標３ 

ウ 赤ちゃん訪問の実施率 95.4％ 100％ 基本目標３ 

ウ 出張相談会相談件数 192人 522人 基本目標３ 

ウ 児童ホーム待機児童数 49人 ０人 基本目標３ 

ウ 
青少年育成事業の参加者

数 
6,868人 7,576人 基本目標３ 

ウ 保育所の待機児童数 50人 ０人 基本目標３ 

ウ 

学校生活が楽しいと思っ

ている児童生徒の割合（

再掲） 

88人 92人 基本目標３ 

ウ 

地域の人々の理解と協力

を得た学校運営ができて

いると感じる教職員の割

合（再掲） 

89％ 93％ 基本目標３ 

ウ 

地域の人々の理解と協力

を得た学校運営ができて

いると感じる保護者の割

合（再掲） 

79％ 83％ 基本目標３ 

ウ 
審議会等の女性委員の割

合（再掲） 
39.5％ 45.5％ 基本目標３ 

ウ 
人権講演会や研修会への

参加者数（再掲） 
607人 607人 基本目標３ 

エ 
協働事業に資する協定数

（再掲） 
164協定 185協定 基本目標４ 

エ 市民参加手続数（再掲） 34件 34件 基本目標４ 

エ 
コミュニティ施設利用者

数（再掲） 
173,829件 272,686人 基本目標４ 



 

6 

 

エ 
地域活動に参加した人の

割合（再掲） 
38％ 45％ 基本目標４ 

エ 交通事故件数 380件 273件 基本目標４ 

エ 刑法犯罪件数 571件 464件 基本目標４ 

エ 
環境基準（地下水）の達成

率 
100％ 100％ 基本目標４ 

エ 環境基準（騒音）の達成率 100％ 100％ 基本目標４ 

エ 緊急情報の受信登録率 17.6％ 64.7％ 基本目標４ 

エ 防災訓練等実施率 39.4％ 77.3％ 基本目標４ 

エ 自主防災組織設置率 73.6％ 88.7％ 基本目標４ 

エ 避難所運営委員会設置率 75％ 90％ 基本目標４ 

エ 
二酸化炭素排出量 

（市域全体）（再掲） 

560.2 

千t-co2 

298.9 

千t-co2 
基本目標４ 

エ 

（家庭系）総排出量に占

める資源物量の割合（再

掲） 

33％ 40％ 基本目標４ 

エ 消防施設等の整備率 92.9％ 97.3％ 基本目標４ 

エ 
現場での応急手当の実施

率 
51％ 82％ 基本目標４ 

エ 消防団員の充足率 81.6％ 92.2％ 基本目標４ 

エ がん検診受診件数 18,016件 18,016件 基本目標４ 

エ 
救急医療が整備されてい

ると感じる市民の割合 
54％ 54％ 基本目標４ 

エ 施設稼働率（再掲） 69％ 79％ 基本目標４ 

エ 各事業の参加者数（再掲） 4,022人 4,500人 基本目標４ 

エ 図書等貸出資料数（再掲） 909,879点 960,000点 基本目標４ 

エ 
生涯学習事業の参加者数

（再掲） 
19,983人 59,994人 基本目標４ 

エ 文化芸術事業の参加者数 22,770人 29,789人 基本目標４ 
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（再掲） 

エ 史料の整理点数（再掲） 4,692点 12,760点 基本目標４ 

エ 
成年後見制度利用支援事

業実施件数 
42件 50件 基本目標４ 

エ 
災害時避難行動要支援者

個別支援計画書の策定率 
100％ 100％ 基本目標４ 

エ 
地域福祉活動に参加して

いる市民の割合 
35％ 47％ 基本目標４ 

エ 支援計画作成件数 74件 250件 基本目標４ 

エ 
認知症サポーターの養成

者数（累計）（再掲） 
7,205人 8,452人 基本目標４ 

エ 
生きがいを感じている高

齢者の割合（再掲） 
81.7% 91% 基本目標４ 

エ 
要介護状態等の維持・改

善率 
68.48％ 71％ 基本目標４ 

エ 
施設入所者の地域生活移

行者数（再掲） 
０人 ４人 基本目標４ 

エ 相談支援の満足度（再掲） 73％ 78％ 基本目標４ 

エ 
一人当たりの都市公園面

積（再掲） 
5.07㎡ 5.13㎡ 基本目標４ 

エ 
公園等の維持管理団体数

（再掲） 
31団体 36団体 基本目標４ 

エ 
都市計画道路の整備率（

再掲） 
54.6％ 65.1％ 基本目標４ 

エ 橋りょうの修繕率（再掲） 22.2％ 71％ 基本目標４ 

エ 
配水管布設替工事延長（

再掲） 
3.7km 17.9km 基本目標４ 

エ 
公共下水道（汚水）接続率

（再掲） 
97.9％ 99.3％ 基本目標４ 
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エ 
公共施設再整備計画進捗

率 
30％ 73.8％ 基本目標４ 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

５－２のとおり。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

○ まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する

特例（内閣府）：【Ａ２００７】 

① 事業の名称 

第２期座間市まち・ひと・しごと創生推進事業 

ア ずっと住みたくなるまちを目指す事業 

イ あしたを創る地域産業の活性化を目指す事業 

ウ みらいを担う世代のすこやかな育成を目指す事業 

エ あんぜん・安心な地域づくりを目指す事業 

② 事業の内容 

ア ずっと住みたくなるまちを目指す事業 

湧水や自然、歴史、駅が多いまち（交通結節点が多いまち）といった

本市の特性を生かしながら、郷土愛を育み、ずっと住みたくなるまちづ

くりを目指す事業 

【具体的な事業】 

・ひまわりや湧水、自然、歴史、文化を生かした観光交流の促進 

・地域コミュニティ活性化・支援の環境づくり 

・市民との協働による公園、広場等の整備 等 

イ あしたを創る地域産業の活性化を目指す事業 

本市のものづくりの技術や商工業の特性を生かし、経営基盤強化や人

材育成支援、生活支援の充実を図り、本市を支える経済基盤を拡大する

事業 

【具体的な事業】 
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・特産品等の認定による「座間ブランド」の確立 

・事業承継・創業の支援 

・関係機関による就労支援の促進・人材登録制度の充実 等 

ウ みらいを担う世代のすこやかな育成を目指す事業 

子どもを安心して楽しみながら産み育てることができる環境づくりを

進め、郷土愛を育みながら家族や地域との「絆」を深める事業 

【具体的な事業】 

・児童ホーム、子育て支援センター等の子育て支援拠点の充実 

・保育所の整備・拡充 

・コミュニティ・スクールの推進 等 

エ あんぜん・安心な地域づくりを目指す事業 

安全・安心な本市のイメージを高めるために、医療体制や危機管理体

制の充実を図り、人材という知恵と資産を守る事業 

【具体的な事業】 

・消防団の入団促進、訓練などの実施 

・防災・減災に対する啓発や訓練による地域防災力の強化 

・地域医療、広域医療体制の充実 等 

    ※ なお、詳細は「第五次座間市総合計画 ざま未来プラン」のとおり。 

③ 事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標(ＫＰＩ)） 

４の【数値目標】に同じ。 

④ 寄附の金額の目安 

150,000千円（令和７年度～令和９年度） 

⑤ 事業の評価の方法（ＰＤＣＡサイクル） 

毎年度７月頃に外部有識者による効果検証を行い、翌年度以降の取組に

対する意見聴取を行う。検証後、速やかに本市公式ＷＥＢサイト上で公表

する。 

⑥ 事業実施期間 

令和７年４月１日から令和 10年３月 31日まで 
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６ 計画期間 

令和７年４月１日から令和 10年３月 31日まで 

 


